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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 
 

回次
第72期

第３四半期累計期間
第73期

第３四半期累計期間
第72期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

営業収益
(うち受入手数料)

(百万円)
9,581 12,331 13,389
(6,630) (8,313) (9,023)

純営業収益 (百万円) 9,526 12,274 13,312

経常利益 (百万円) 866 2,931 1,437

四半期(当期)純利益 (百万円) 600 2,273 962

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 12,272 12,272 12,272

発行済株式総数 (千株) 75,689 75,689 75,689

純資産額 (百万円) 37,992 40,375 38,026

総資産額 (百万円) 63,999 73,520 62,759

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 8.45 32.42 13.57

潜在株式調整後１株当
たり四半期(当期)純利
益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 2.0 5.0 7.0

自己資本比率 (％) 59.4 54.9 60.6

自己資本規制比率 (％) 690.3 695.6 700.2
 

　

回次
第72期

第３四半期会計期間
第73期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利
益金額

(円) 6.99 18.25
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(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計期間等に係る主要な経営指標等の

推移については、記載しておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

５　第73期第３四半期累計期間及び第72期において、１株当たり四半期(当期)純利益金額の算定上、期中平均

株式数の計算において控除する自己株式に、「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-

ESOP)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が所有する当社株式を含めており

ます。また、第72期第３四半期累計期間において、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に、「役員株式給付信託(BBT)」の信託財産として資産管理サービス

信託銀行株式会社(信託E口)が所有する当社株式を含めております。

６　第73期第３四半期累計期間及び第72期において、自己資本比率及び自己資本規制比率の算定上、「役員株

式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株

式会社(信託E口)が所有する当社株式を含めております。また、第72期第３四半期累計期間において、自

己資本比率及び自己資本規制比率の算定上、「役員株式給付信託(BBT)」の信託財産として資産管理サー

ビス信託銀行株式会社(信託E口)が所有する当社株式を含めております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありませ

ん。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものでありま

す。

 

(1) 経営成績の分析

当第３四半期累計期間のわが国経済は、着実な成長軌道に乗る状況となりました。実質国内総生

産(GDP)は2017年７－９月期まで７四半期連続で成長を果たし、直近の４－６月期、７－９月期は

年率換算で２％を超える好結果となった他、日本銀行の「生活意識に関するアンケート調査(2017

年12月調査)」によると現在の景況感D.I.が４回連続で改善し、現在の景気水準も「良い」「どち

らかと言えば、良い」の回答が増えるなど、景気の回復基調が鮮明化しました。外需の伸長と円安

による企業収益押し上げもあり、日本銀行は４月に景気の基調判断を「緩やかな拡大に転じつつあ

る」とし、約９年ぶりに「拡大」という表現を盛り込みました。また、世界経済においては米国が

底堅い成長を維持していることを受けて、連邦準備制度理事会(FRB)は３月、６月、12月と利上げ

を実施した他、保有資産の縮小を10月から開始し、量的緩和政策を終了させました。欧州や新興国

においても改善が見られる状況となり、国際通貨基金(IMF)は2017年10月の世界経済見通しにおい

て2017年及び2018年の経済成長見通しを上方修正し、日本やユーロ圏の他、新興市場(アジア・欧

州)、ロシアなどが順調な成長を見せると予想しました。

当第３四半期累計期間の国内株式市場は春先と８月から秋口の調整を経て、上昇基調が鮮明とな

りました。春先はトランプ大統領のドル高牽制発言に加え、米国のシリア攻撃や北朝鮮のミサイル

発射実験など地政学リスクが高まり、９月は北朝鮮の水爆実験実施により、リスク回避の円高・株

安が再現される格好となりました。しかし、10月に入ると日本企業の業績の成長に対する評価や期

待が高まり、日経平均株価は史上最長となる16連騰(10月２日～24日)を記録し、11月９日の取引時

間中には1992年１月以来となる23,000円台を回復する場面があるなど、上昇基調が鮮明となりまし

た。最終的に当第３四半期累計期間末の日経平均株価は、平成29年３月末と比べ20.4％高い22,764

円94銭で取引を終えました。

このような環境下、当第３四半期累計期間の業績は、営業収益が123億31百万円(前第３四半期累

計期間比 128.7％)と増加し、営業収益より金融費用56百万円(同 103.2％)を控除した純営業収益

は、122億74百万円(同 128.8％)と増加しました。また、販売費・一般管理費は96億92百万円(同

107.2％)となり、その結果、営業利益は25億82百万円(同 530.0％)、経常利益は29億31百万円(同

338.4％)となりました。特別利益が３億９百万円(前第３四半期累計期間実績 18百万円)、特別損

失が18百万円(同 ―百万円)、税金費用が９億49百万円(前第３四半期累計期間比 333.5％)となっ

たことから、四半期純利益は22億73百万円(同 378.9％)と増加しました。
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主な概況は以下のとおりであります。

　

① 受入手数料

当第３四半期累計期間の受入手数料の合計は、83億13百万円(前第３四半期累計期間比

125.4％)となりました。

　

（委託手数料）　　　　　　

「委託手数料」は、37億72百万円(同 118.4％)となりました。これは、主に株券委託売買金額

が6,884億円(同 123.7％)と増加したことにより、株式の委託手数料が37億49百万円(同

120.0％)となったことによるものです。なお、受益証券の委託手数料は23百万円(同 37.6％)と

なりました。

 

（引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料）

「引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料」は、46百万円(同 154.7％)となり

ました。

 

（募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料、その他の受入手数料）

主に投資信託の販売手数料で構成される「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱

手数料」は、23億54百万円(同 143.5％)となりました。これは、日本の中小型株式や豪州の高配

当株式、世界のAI関連企業へ投資する投資信託の販売が好調だったことによるものです。また、

「その他の受入手数料」は、ファンドラップ手数料や投資信託の代行手数料の増加等により21億

40百万円(同 120.6％)となりました。

 

② トレーディング損益

当第３四半期累計期間のトレーディング損益は、株券等が米国株式の売買高の増加により29億

６百万円(前第３四半期累計期間比 410.9％)、債券・為替等は９億13百万円(同 43.9％)となり、

合計で38億20百万円(同 137.0％)となりました。

 
③ 金融収支

当第３四半期累計期間の金融収益は、信用取引収益の増加等により１億69百万円(前第３四半期

累計期間比 115.0％)、金融費用は支払利息の増加等により56百万円(同 103.2％)で差引収支は１

億13百万円(同 121.9％)の利益となりました。

 

④ 販売費・一般管理費

当第３四半期累計期間の販売費・一般管理費は、不動産費が減少する一方、トレーディング損

益などが増加したことに伴い賞与等が増加したことから、96億92百万円(前第３四半期累計期間比

107.2％)となりました。

 

⑤ 特別損益

当第３四半期累計期間の特別利益は、投資有価証券売却益３億９百万円(前第３四半期累計期間

実績 －百万円)となりました。また、特別損失は、金融商品取引責任準備金繰入れが18百万円(同

－百万円)となり、差引２億91百万円の利益(同 18百万円の利益)となりました。
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(2) 財政状態の分析

① 流動資産

当第３四半期会計期間の流動資産は、前事業年度に比べ91億29百万円増加し、560億63百万円とな

りました。これは、繰延税金資産が１億25百万円、トレーディング商品が１億２百万円減少する一

方、現金・預金が49億93百万円、預託金が23億４百万円、信用取引資産が９億55百万円、募集等払

込金が９億27百万円増加したことなどによるものです。

 

② 固定資産

当第３四半期会計期間の固定資産は、前事業年度に比べ16億31百万円増加し、174億56百万円とな

りました。これは、投資有価証券が14億97百万円、有形固定資産が１億39百万円増加したことなど

によるものです。

 

③ 流動負債

当第３四半期会計期間の流動負債は、前事業年度に比べ79億20百万円増加し、277億50百万円とな

りました。これは、信用取引負債が１億54百万円、資産除去債務が21百万円減少する一方、預り金

が78億30百万円、未払法人税等が３億87百万円増加したことなどによるものです。

 
④ 固定負債及び特別法上の準備金

当第３四半期会計期間の固定負債及び特別法上の準備金は、前事業年度に比べ４億91百万円増加

し、53億94百万円となりました。これは、繰延税金負債が４億18百万円、従業員株式給付引当金が

41百万円増加したことなどによるものです。

 

⑤ 純資産

当第３四半期会計期間の純資産は、前事業年度に比べ23億48百万円増加し、403億75百万円となり

ました。これは、剰余金の配当で７億８百万円、自己株式の取得で３億59百万円減少する一方、四

半期純利益で22億73百万円、その他有価証券評価差額金で11億42百万円増加したことなどによるも

のです。

 

(3) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第３四半期累計期間において、経営方針等について重要な変更又は新たに定めたものはありま

せん。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6) 従業員数

当第３四半期累計期間において、従業員数の著しい変動はありません。

 

(7) 主要な設備

当第３四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末におけ

る計画の著しい変更はありません。
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(8) 経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

当社の純営業収益は受入手数料、トレーディング損益、金融収支、その他の営業収益からなって

おります。当第３四半期累計期間のこれらの占める割合は受入手数料67.7％、トレーディング損益

31.1％、金融収支0.9％、その他の営業収益0.3％となっております。このことから当社の収益は受

入手数料に依存しているといえます。

また受入手数料は、委託手数料、引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料、募

集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料、その他の受入手数料からなっており、こ

れらの純営業収益に占める割合は委託手数料30.7％、引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の手数料0.4％、募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料19.2％、その他の受

入手数料17.4％となっております。

委託手数料は株式市場の変動、特に売買代金に多大な影響を受けます。また、募集・売出し・特

定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料についても、投資信託の販売額が市場変動の影響を受けて

おります。

一方、費用の大部分を占める販売費・一般管理費については、当社の場合、収入の増減との連動

性は低く、正比例的に増減するものではありません。以上のことから当社においては、委託手数料

と募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料、その他の受入手数料の増減が経営成

績に重要な影響を与えております。

従って、株式市場等の変動に当社の経営成績は重要な影響を受けております。

 

(9) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社の運転資金は、主に借入金及び自己資本で賄っております。また、現金・預金については、

当第３四半期会計期間で262億86百万円有しており、今後の設備及び有価証券等への投資を考慮し

ても、十分な流動性を確保していると考えております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 194,600,000

計 194,600,000
 

 

② 【発行済株式】
　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 75,689,033 75,689,033
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 75,689,033 75,689,033 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年12月31日 ― 75,689,033 ─ 12,272 ─ 4,294
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日(平成29年９月30日)に基づく株主名簿

により記載しております。

 
① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

5,067,200
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

70,577,200
705,772 ―

単元未満株式
普通株式

44,633
― ―

発行済株式総数 75,689,033 ― ―

総株主の議決権 ― 705,772 ―
 

(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式73株が含まれております。

２ 「完全議決権株式(その他)」には、「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-ESOP)」の信

託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が所有する株式数533,000株、議決権5,330個

が含まれております。

 

② 【自己株式等】
平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
水戸証券株式会社

東京都中央区日本橋
２―３―10

5,067,200 ─ 5,067,200 6.69

計 ― 5,067,200 ─ 5,067,200 6.69
 

(注)　「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行

株式会社(信託E口)が所有する株式533,000株は含まれておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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３ 【業務の状況】

(1)　受入手数料の内訳
 

期別 区分
株券

(百万円)
債券

(百万円)
受益証券
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

前第３四半期
累計期間

(自平成28年４月１日

至平成28年12月31日)

委託手数料 3,123 ― 61 ― 3,185

引受け・売出し・特定投資家
向け売付け勧誘等の手数料

27 2 ― ― 29

募集・売出し・特定投資家向
け売付け勧誘等の取扱手数料

― 1 1,638 ― 1,640

その他の受入手数料 13 0 1,749 10 1,774

計 3,165 3 3,449 10 6,630

当第３四半期
累計期間

(自平成29年４月１日

至平成29年12月31日)

委託手数料 3,749 ― 23 ― 3,772

引受け・売出し・特定投資家
向け売付け勧誘等の手数料

43 2 ― ― 46

募集・売出し・特定投資家向
け売付け勧誘等の取扱手数料

0 0 2,353 ― 2,354

その他の受入手数料 15 0 2,113 10 2,140

計 3,807 3 4,490 10 8,313
 

 

(2)　トレーディング損益の内訳
 

区分

前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日)

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

株券等 707 ― 707 2,906 ― 2,906

債券等 1,994 △46 1,947 651 △7 644

為替等 144 △10 133 255 13 269

計 2,845 △56 2,789 3,813 6 3,820
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(3) 自己資本規制比率
 

区分
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

基本的項目(百万円) (A) 33,281 34,842

補完的項目
(百万円)

その他有価証券
評価差額金(評価益)等

 4,390 5,532

金融商品取引責任準備金等 77 95

計 (B) 4,467 5,628

控除資産(百万円) (C) 4,700 4,886

固定化されていない自己資本の額(百万円)
(A)＋(B)－(C)

(D) 33,047 35,584

リスク相当額
(百万円)

市場リスク相当額  1,522 1,742

取引先リスク相当額  300 379

基礎的リスク相当額  2,897 2,993

計 (E) 4,719 5,115

自己資本規制比率(％)　　(D)／(E)×100  700.2 695.6
 

 (注)１　金融商品取引法第46条の６第１項の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」の定めによ

り、決算数値をもとに算出したものであります。

前事業年度の市場リスク相当額の月末平均額は1,718百万円、月末最大額は2,226百万円、取引先リスク

相当額の月末平均額は276百万円、月末最大額は300百万円であります。

当第３四半期会計期間の市場リスク相当額の月末平均額は1,778百万円、月末最大額は1,929百万円、取

引先リスク相当額の月末平均額は342百万円、月末最大額は401百万円であります。

２　基本的項目の計算上、控除する自己株式に「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-

ESOP)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が所有する当社株式を含めてお

ります。

 

(4) 有価証券の売買等業務の状況

①　有価証券の売買の状況(先物取引を除く)

当第３四半期累計期間及び前第３四半期累計期間における有価証券の売買の状況(先物取引を

除く)は次のとおりであります。

(イ)　株券
 

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

前第３四半期累計期間
(自　平成28.４.１
　至　平成28.12.31)

556,562 54,843 611,406

当第３四半期累計期間
(自　平成29.４.１
　至　平成29.12.31)

688,402 213,842 902,244
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(ロ)　債券
 

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

前第３四半期累計期間
(自　平成28．４．１
　至　平成28．12．31)

― 86,370 86,370

当第３四半期累計期間
(自　平成29．４．１
　至　平成29．12．31)

― 32,714 32,714

 

 

(ハ)　受益証券
 

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

前第３四半期累計期間
(自　平成28．４．１
　至　平成28．12．31)

11,034 ― 11,034

当第３四半期累計期間
(自　平成29．４．１
　至　平成29．12．31)

7,349 ― 7,349

 

 

(ニ)　その他
 

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

前第３四半期累計期間
(自　平成28．４．１
　至　平成28．12．31)

23 ― 23

当第３四半期累計期間
(自　平成29．４．１
　至　平成29．12．31)

37 ― 37

 

 

②　証券先物取引等の状況

当第３四半期累計期間及び前第３四半期累計期間における証券先物取引等の状況は次のとお

りであります。

(イ)　株式に係る取引
 

期別

先物取引(百万円) オプション取引(百万円)
合計

(百万円)
受託 自己 受託 自己

前第３四半期累計期間
(自　平成28．４．１
　至　平成28．12．31)

― ― 467 ― 467

当第３四半期累計期間
(自　平成29．４．１
　至　平成29．12．31)

― ― ― ― ―
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(ロ)　債券に係る取引
 

期別
先物取引(百万円) オプション取引(百万円)

合計
(百万円)

受託 自己 受託 自己

前第３四半期累計期間
(自　平成28．４．１
　至　平成28．12．31)

― ― ― ― ―

当第３四半期累計期間
(自　平成29．４．１
　至　平成29．12．31)

― ― ― ― ―

 

 

(5) 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し

及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

当第３四半期累計期間及び前第３四半期累計期間における有価証券の引受け及び売出し並びに

特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱いの状況は次のとおりであります。

①　株券
 

期別
引受高
(百万円)

売出高
(百万円)

特定投資家向

け売付け勧誘

等の総額

(百万円)

募集の
取扱高
(百万円)

売出しの
取扱高
(百万円)

私募の
取扱高
(百万円)

特定投資家向

け売付け勧誘

等の取扱高

(百万円)

前第３四半期累計期間
(自　平成28．４．１
　至　平成28．12．31)

1,486 1,322 ― ― ― ― ―

当第３四半期累計期間
(自　平成29．４．１
　至　平成29．12．31)

4,604 4,730 ― ― 110 ― ―

 

 

②　債券
 

期別 種類
引受高
(百万円)

売出高
(百万円)

特定投資家向

け売付け勧誘

等の総額

(百万円)

募集の
取扱高
(百万円)

売出しの
取扱高
(百万円)

私募の
取扱高
(百万円)

特定投資家向

け売付け勧誘

等の取扱高

(百万円)

前第３四半期

累計期間

(自　平成28.４.１

　至　平成28.12.31)

国債 ― ― ― ― ― ― ―

地方債 650 ― ― 357 ― ― ―

特殊債 ― ― ― ― ― ― ―

社債 190 ― ― 190 ― ― ―

外国債 ― ― ― ― ― ― ―

合計 840 ― ― 547 ― ― ―

当第３四半期

累計期間

(自　平成29.４.１

　至　平成29.12.31)

国債 ― ― ― ― ― ― ―

地方債 150 ― ― ― ― ― ―

特殊債 ― ― ― ― ― ― ―

社債 740 ― ― 240 ― ― ―

外国債 ― ― ― ― ― ― ―

合計 890 ― ― 240 ― ― ―
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③　受益証券
 

期別
引受高
(百万円)

売出高
(百万円)

特定投資家向

け売付け勧誘

等の総額

(百万円)

募集の
取扱高
(百万円)

売出しの
取扱高
(百万円)

私募の
取扱高
(百万円)

特定投資家向

け売付け勧誘

等の取扱高

(百万円)

前第３四半期累計期間
(自　平成28.４.１
　至　平成28.12.31)

― ― ― 266,601 ― ― ―

当第３四半期累計期間
(自　平成29.４.１
　至　平成29.12.31)

― ― ― 334,543 ― ― ―

 

 

④　その他
 

期別 種類
引受高
(百万円)

売出高
(百万円)

特定投資家向

け売付け勧誘

等の総額

(百万円)

募集の
取扱高
(百万円)

売出しの
取扱高
(百万円)

私募の
取扱高
(百万円)

特定投資家向

け売付け勧誘

等の取扱高

(百万円)

前第３四半期

累計期間

(自　平成28.４.１

至　平成28.12.31)

コマーシャル

・ペーパー
― ― ― ― ― ― ―

外国証書 ― ― ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ― ― ―

当第３四半期

累計期間

(自　平成29.４.１

至　平成29.12.31)

コマーシャル

・ペーパー
― ― ― ― ― ― ―

外国証書 ― ― ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ― ― ―
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年８月10日内閣府令第63号)に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年８月６日内

閣府令第52号)及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」(昭和49年11月14日付日本証券業協会

自主規制規則)に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成29年10月１

日から平成29年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日ま

で)に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており

ます。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】
           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金・預金 21,293 26,286

  預託金 13,210 15,514

  トレーディング商品 466 364

   商品有価証券等 ※1  461 ※1  363

   デリバティブ取引 4 0

  約定見返勘定 50 5

  信用取引資産 9,376 10,331

   信用取引貸付金 9,091 9,826

   信用取引借証券担保金 284 504

  募集等払込金 1,567 2,494

  繰延税金資産 303 177

  その他の流動資産 666 888

  流動資産計 46,933 56,063

 固定資産   

  有形固定資産 3,570 3,710

   建物 1,815 1,763

   その他（純額） 1,755 1,947

  無形固定資産 162 163

  投資その他の資産 12,092 13,582

   投資有価証券 11,273 12,770

   長期差入保証金 786 786

   その他 50 43

   貸倒引当金 △17 △17

  固定資産計 15,825 17,456

 資産合計 62,759 73,520
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  信用取引負債 1,414 1,260

   信用取引借入金 741 607

   信用取引貸証券受入金 673 653

  預り金 13,494 21,324

  受入保証金 625 680

  短期借入金 2,750 2,750

  未払法人税等 199 586

  賞与引当金 664 330

  役員賞与引当金 - 50

  資産除去債務 27 5

  その他の流動負債 655 762

  流動負債計 19,830 27,750

 固定負債   

  長期未払金 343 343

  繰延税金負債 1,663 2,081

  退職給付引当金 2,459 2,467

  従業員株式給付引当金 - 41

  役員株式給付引当金 1 1

  資産除去債務 327 333

  その他の固定負債 30 30

  固定負債計 4,825 5,299

 特別法上の準備金   

  金融商品取引責任準備金 77 95

  特別法上の準備金計 77 95

 負債合計 24,732 33,145

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 12,272 12,272

  資本剰余金   

   資本準備金 4,294 4,294

   その他資本剰余金 3,785 3,785

   資本剰余金合計 8,080 8,080

  利益剰余金   

   その他利益剰余金 15,092 16,657

    別途積立金 7,247 7,247

    繰越利益剰余金 7,844 9,409

   利益剰余金合計 15,092 16,657

  自己株式 △1,808 △2,167

  株主資本合計 33,636 34,842

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 4,390 5,532

  評価・換算差額等合計 4,390 5,532

 純資産合計 38,026 40,375

負債・純資産合計 62,759 73,520
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】
           (単位：百万円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

営業収益   

 受入手数料 6,630 8,313

  委託手数料 3,185 3,772

  
引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

29 46

  
募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

1,640 2,354

  その他の受入手数料 1,774 2,140

 トレーディング損益 ※1  2,789 ※1  3,820

 金融収益 147 169

 その他の営業収益 14 28

 営業収益計 9,581 12,331

金融費用 54 56

純営業収益 9,526 12,274

販売費・一般管理費   

 取引関係費 894 928

 人件費 4,878 5,471

 不動産関係費 1,120 1,089

 事務費 1,560 1,593

 減価償却費 239 231

 租税公課 167 195

 その他 177 184

 販売費・一般管理費計 9,039 9,692

営業利益 487 2,582

営業外収益   

 受取配当金 267 250

 雑収入 ※2  125 ※2  112

 営業外収益計 392 362

営業外費用   

 雑損失 ※3  13 ※3  13

 営業外費用計 13 13

経常利益 866 2,931

特別利益   

 金融商品取引責任準備金戻入 18 -

 投資有価証券売却益 - 309

 特別利益計 18 309

特別損失   

 金融商品取引責任準備金繰入れ - 18

 特別損失計 - 18

税引前四半期純利益 884 3,223

法人税、住民税及び事業税 211 827

法人税等調整額 73 122

法人税等合計 284 949

四半期純利益 600 2,273
 

EDINET提出書類

水戸証券株式会社(E03762)

四半期報告書

18/25



【注記事項】

(追加情報)

役員株式給付信託(BBT)及び従業員株式給付信託(J-ESOP)について

１.役員株式給付信託(BBT)

当社は、平成28年６月24日開催の第71回定時株主総会の承認を受けて、取締役(社外取締役を除

く、以下同じ。)に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託」(以下、「本制度」という。)

を導入しております。

(1) 本制度の目的及び概要

取締役の報酬と株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の

増大への貢献意識を高めることを目的としたものであります。

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に

対して取締役会が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算し

た金額相当の金銭(以下、「当社株式等」という。)が信託を通じて給付される業績連動型の

株式報酬制度であり、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任

時といたします。

 
(2) 信託に残存する自社の株式

当該信託が保有する株式は、信託における帳簿価額により四半期貸借対照表の純資産の部に

自己株式として表示しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第３四半期会

計期間末79百万円、333千株であります。

 

２.従業員株式給付信託(J-ESOP)

当社は、平成29年２月17日開催の取締役会において、従業員に対して自社の株式を給付するイ

ンセンティブプラン「株式給付信託」(以下、「本制度」という。)を導入することにつき決議い

たしました。

(1) 本制度の目的及び概要

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員

に対し当社株式を給付する仕組みであります。

当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給

権の取得をしたときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付いたします。従業員に対

し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産と

して分別管理するものといたします。

本制度の導入により、当社従業員の株価及び業績向上への関心が高まり、これまで以上に

意欲的に業務に取り組むことに寄与することが期待されます。

 

(2) 信託に残存する自社の株式

当該信託が保有する株式は、信託における帳簿価額により四半期貸借対照表の純資産の部

に自己株式として表示しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第３四半期

会計期間末65百万円、199千株であります。
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(四半期貸借対照表関係)
　

※１　商品有価証券等の内訳
 

　 前事業年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

(資産) 　 　

　株券 0百万円 0百万円

 債券 461 363

　計 461 363
 

 

(四半期損益計算書関係)
　

※１　トレーディング損益の内訳
　

　 前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
 至　平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年12月31日)

株券等 　 　

　実現損益 707百万円 2,906百万円

　評価損益 ― ―

債券等   

　実現損益 1,994 651

　評価損益 △46 △7

為替等   

　実現損益 144 255

　評価損益 △10 13

　計　 2,789 3,820
 

　

※２　雑収入の内訳
　

　 前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
 至　平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年12月31日)

受取賃貸料 93百万円 92百万円

団体保険配当金 13 3

その他　 17 16

計 125 112
 

　

※３　雑損失の内訳
 

　 前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
 至　平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年12月31日)

投資有価証券評価損 5百万円 3百万円

和解金 1 4

その他　 6 5

計 13 13
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)
　

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　  前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
 至　平成28年12月31日)

 当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年12月31日)

減価償却費 239百万円 231百万円
 

 

(株主資本等関係)
　

　前第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 497 7.0 平成28年３月31日 平成28年６月27日

平成28年10月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 142 2.0 平成28年９月30日 平成28年12月２日
 

(注) １　平成28年６月24日定時株主総会決議による１株当たり配当額7.0円のうち2.0円は創業95周年記念配当であ

ります。

２　平成28年10月28日取締役会決議による配当金の総額には、「役員株式給付信託(BBT)」の信託財産として資

産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれておりま

す。

 

　当第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 355 5.0 平成29年３月31日 平成29年６月28日

平成29年10月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 353 5.0 平成29年９月30日 平成29年12月４日
 

(注) １　平成29年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株

式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が所有する当社株式

に対する配当金２百万円が含まれております。

２　平成29年10月27日取締役会決議による配当金の総額には、「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給

付信託(J-ESOP)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が所有する当社株式に対

する配当金２百万円が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、投資・金融サービス業の単一セグメントであるため、セグメント情報については記

載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

(自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 8円45銭 32円42銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 600 2,273

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額
(百万円)

600 2,273

普通株式の期中平均株式数(千株) 70,980 70,128
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　前第３四半期累計期間において、普通株式の期中平均株式数の算定上控除する自己株式に、「役員株式

給付信託(BBT)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が所有する当社株式に

係る期中平均株式数141千株を含めております。また、当第３四半期累計期間において、普通株式の期中

平均株式数の算定上控除する自己株式に、「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-

ESOP)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が所有する当社株式に係る期中

平均株式数533千株を含めております。

 

(重要な後発事象)

（自己株式の消却）

当社は、平成30年１月30日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株

式の消却を行うことについて次のとおり決議いたしました。

　

（１）自己株式の消却を行う理由　

　　　自己株式の処分に伴う株式の希薄化に対する株主の懸念を軽減するため。

（２）消却する株式の種類　　　　当社普通株式

（３）消却する株式の総数　　　　5,000,000株(消却前の発行済株式総数に対する割合　6.61％)

（４）消却日　　　　　　　　　　平成30年２月20日

（５）消却後の発行済株式総数　　70,689,033株
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２ 【その他】

　第73期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)中間配当について、平成29年10月27日開催の取

締役会において、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこ

とを決議いたしました。

①　配当金の総額 353百万円

②　１株当たりの金額 5円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月４日
 

(注)　配当金の総額には、「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として資

産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれており

ます。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月１日

水戸証券株式会社

取締役会  御中

 
有限責任監査法人トーマツ

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   青   木   裕   晃   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   髙   尾   大   介   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている水戸証券株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第73期事業年度の第３四半期会計期間(平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、水戸証券株式会社の平成29年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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